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東アジア観光市場におけるベトナムの位置と今後の研究課題 
 
金井 雅之 
 
1 はじめに 
 
 人の移動の一形態としての観光（tourism）現象の研究は、21 世紀の社会科学における重要な
テーマのひとつになりつつある。 
 国連の世界観光機関（UNWTO）が毎年刊行している報告書（UNWTO 2013）によれば、い
まや観光は、世界の GDP の 9%、雇用の 11 分の 1 を占めるとともに、輸出の 6%（1.3 兆 US
ドル相当）に相当する一大産業部門である。全世界における観光目的の入国者数は 2012 年に
10 億人の大台を越え、2020 年には約 13.6 億人、2030 年には約 18 億人と今後も増えていくこと
が予想されている。観光は「輸出収入、雇用・企業の創出、社会基盤の整備等を通じて社会経
済的な進歩をもたらす主要な促進要因（key driver）」（UNWTO 2013:2）になりつつあるのであ
る。 
 地域別に見ると、中東を除くアジアとオセアニアからなる「アジア太平洋地域」は、訪問者
数が 2 億 3,400 万人（全世界の 23%）と欧州（52%）に次いで第 2 位であるのみならず、2011
年と比較したときの 2012 年の訪問者数の増加率が 7%と全地域中第 1 位であり、今後も急激な
成長が期待されている。この背景には言うまでもなく、中国や ASEAN 諸国などの経済的な発
展がある。 
 ASEAN 諸国の一員として急速な経済発展を遂げているベトナムにおいても、観光の重要性
は今後ますます高まるはずである。そこで本稿では、おもにマクロ統計データに依拠してグロー
バルな観光市場におけるベトナムの位置づけを確認するとともに、既存の諸研究のレビューを
通じて観光の現場において現在生じているさまざまな問題や将来に向けた展望を整理したい。 
 
2 ベトナムへの訪問者数の推移と送出国の特徴 
 
 ベトナムを訪れる外国人の数は順調に増えている。 
 図 1 は、1995 年から 2012 年にかけてのベトナムと日本への入国者数の推移を示したもので
ある 1)。1995 年には 135 万人に過ぎなかったベトナムへの訪問者数は、2012 年には 685 万人と、
実に 5 倍以上に増加した。特に、リーマンショックのあおりで世界的に観光客が急減した 2009
年以降に、逆に急激に伸びていることが注目される。 
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 ちなみに、1995年時点で 334万人とベトナムの約 2.5倍の訪問者を受け入れていた日本では、
2003 年の小泉純一郎首相（当時）の「観光立国」宣言をきっかけに訪日外客の誘致を国策とし
て強力に推し進めていく過程で 2007年までは順調に訪問者数を伸ばしたものの、2008年のリー
マンショックや 2011 年の東日本大震災とそれにともなう原発事故の影響で目論見が狂い、ベト
ナムと競り合う水準で混迷している 2)。 
 
 
図 1 ベトナムと日本における入国者数の年次推移 
データ出所：Vietnam National Administration of Tourism (2013)、JNTO (2013) 
 
 つぎに、ベトナムを訪れた人の居住国（送出国）別の比率の年次推移を示したのが図 2 であ
る。ここでは、韓国からの訪問者数の数値が統計に現れ始めた 2004 年度以降のデータを見る。 
 ベトナムを訪れる人の送出国の第 1 位はこの間一貫して中国であり、最新の 2012 年には全訪
問者の 21％（143 万人）を占めている。 
 第 2 位以下は、2012 年のデータで見ると、韓国（10%）、日本（8%）、米国（6%）と続くが、
この間細かい順位の入れ替わりはあるものの、第 1 位の中国とは明らかに一線を画すグループ
を構成しており、中国の存在感の大きさが際立つ。 
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図 2 ベトナムへの入国者の居住国別比率の年次推移 
データ出所：Vietnam National Administration of Tourism (2013) 
 
 これら 4 ヶ国を含む、2012 年時点でベトナムへの訪問者数が相対的に多い国を地図上に表示
したものが図 3 である。第 5 位の台湾（6%）、第 6 位のカンボジア（5%）、第 7 位のマレーシ
ア（4%）までは東アジアもしくは東南アジア諸国であり、第 1 位の中国から（米国を除いて）
第 7 位のマレーシアまでの合計は、全体の約 55%を占める。その後、第 8 位にオーストラリア
（4%）、第 9 位にタイ（3%）と続き、旧宗主国のフランス（3%）は第 10 位にようやく登場す
る。 
 ちなみに、図 2 においてベトナムへの訪問者に占める日本から割合は一貫して低いように見
えるが、日本からベトナムへの訪問者数自体は順調に増えている（図 4）。ただ、増加のペース
がベトナムへの訪問者全体の増加とほぼ同じなため、全体に占めるシェアが変わらないだけで
ある。 
 逆に目につくのは、ベトナムから日本への訪問者数の推移である。1995 年時点でわずか 5 千
人に過ぎなかった日本への訪問者は、2012 年には 5 万 5 千人と、12 年間で約 11 倍に増加はし
ている。しかし、これは最初の 5 千人があまりにも少なすぎた結果であり、2012 年時点におい
ても訪日外客数に占めるベトナム人の割合はわずか 0.65%に過ぎない。今後のベトナムの経済 
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図 3 ベトナムへの入国者数が相対的に多い国々 
データ出所：Vietnam National Administration of Tourism (2013) 
 
 
図 4 日越相互間の訪問者数の年次推移 
データ出所：JNTO (2013) 
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発展や、2013 年に実施された訪日者へのビザ発給要件緩和の効果などがどのように現れていく
かが、注目されるところである。 
 
3 東アジア観光市場におけるベトナムの位置 
 
 このように、ベトナムの観光にとっての主要な市場は、ASEAN 諸国を含む東アジア地域で
あると考えてよい。冒頭で確認したように、この地域は今後観光市場の急速な伸びが期待され
ている場所でもある。そこで本節では、日本政府観光局（JNTO）が取りまとめた各国の国別訪
問者数のデータを利用して、東アジアの観光市場全体の中でのベトナムの位置を確認しよう。 
 JNTO (2013) によれば、ベトナムと日本を含む東アジア地域の 8 ヶ国の相互間の訪問者数は、
たとえば 2011 年には表 1 のようになる。 
 
表 1 東アジア諸国間の相互訪問者数（2011 年） 
（単位：千人） 
受入国 
 
送出国 
日本
 
韓国
 
中国
 
タイ
 
シンガポール
 
インドネシア
 
フィリピン
 
ベトナム
 
計
日本 ―― 3,289 4,942 1,128 656 413 375 482 11,285 
韓国 1,658 ―― 5,206 1,006 415 300 925 536 10,046 
中国 1,408 2,501 ―― 2,133 2,042 580 355 1,430 10,449 
タイ 145 309 1,088 ―― 473 142 38 182 2,377 
シンガポール 111 125 1,857 682 ―― 1,248 138 173 4,334 
インドネシア 62 124 1,130 371 2,592 ―― 35 55 4,369 
フィリピン 63 337 1,554 268 678 224 ―― 89 3,213 
ベトナム 41 106 1,086 497 332 37 18 ―― 2,117 
計 3,488 6,791 16,863 6,085 7,188 2,944 1,884 2,947 48,190 
データ出所：JNTO (2013)。中国と香港は合併し、相互間の訪問者は無視。 
 
 表中の各セルは、表側の送出国から表頭の受入国への訪問者数の実数を千人単位で表してい
る。たとえば、1 行 2 列目のセル（3,289）は 2011 年に日本から韓国への訪問者が約 329 万人い
たことを示しており、2 行 1 列目のセル（1,658）は同じ年の韓国から日本への訪問者が約 166
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万人しかいなかったことを示している 3)。 
 表側・表頭における合計欄は、それぞれ列和および行和（＝周辺度数）を意味している。下
端の行、つまり列周辺度数は、表頭に記載された各国にその国自体を除く他の 7 ヶ国から訪問
した人数の合計、すなわち受け入れた訪問者の総数である。第 1 位は中国で、約 1,687 万人（35%）
と他国を引き離している。これに第 2 位のシンガポール（719 万人；15%）、第 3 位の韓国（679
万人；14%）が続き、日本は第 4 位（349 万人；7%）となる。ちなみに、ベトナムの受入者数
は 295 万人で、下から数えて 3 番目である。 
 一方、右端の列、つまり行周辺度数は、表側に記載された各国からその国自体を除く他の 7 ヶ
国に訪問した人数の合計、すなわち旅行等で外国を訪問した人の総数である。こちらの第 1 位
は日本で、約 1,129 万人（23%）がこれら 7 ヶ国に出かけている。しかし、第 2 位の中国（1,045
万人；22%）、第 3 位の韓国（1,005 万人；21%）も日本と大きな差はなく、これら 3 ヶ国でこ
の地域への旅行者の約 3 分の 2 を占めている。そして、ベトナムからの旅行者は 212 万人（4%）
で、8 ヶ国中最下位になっている。 
 この構造が 3 年前の 2008 年と比べてどのように変化しているか（いないか）を確認してみよ
う。 
 まず、受入者数の相対比率を 2008 年と 2011 年で比較したのが図 5 である 4)。各データの上
に記してあるノーマル体の数字が 2011 年、下の斜体の数字が 2008 年の相対比率である。2008
年と比較したときの 2011 年は、中国や日本への訪問者が若干減った一方で、韓国やシンガポー
ルへの訪問者が増えている。全体として、中国への一極集中の構造が若干緩和されつつあると
みることもできるだろう。ベトナムへの訪問者も若干増加しており、この地域での存在感が増
しつつある。 
 
図 5 東アジア地域 8ヶ国相互間における受入者数相対比率の比較（2008 年と 2011 年） 
データ出所：JNTO (2013) 
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 つぎに、送出者数の相対比率を 2008 年と 2011 年で比較したのが図 6 である。こちらは逆に
中国の存在感が増している。2008 年には「日韓 2 強＋中国」だった構図が、2011 年には先ほど
見たように「日中韓 3 強」が団子状態になっている。中国が単に訪問者を受け入れるだけでは
なく、積極的に外に出て行くようにもなっていく傾向の先駆けとも解釈でき、今後の動向が注
目される。また、ASEAN 諸国ではインドネシアからの送出者も増加しており、経済発展にと
もなって、今後はこうした地域からの観光客が重要になっていく可能性を示唆している。 
 
 
図 6 東アジア地域 8ヶ国相互間における送出者数相対比率の比較（2008 年と 2011 年） 
データ出所：JNTO (2013) 
 
 最後に、移動の方向を無視した場合の、2011 年における 2 国間での人の流れの全体構造を図
にしたのが図 7 である。 
 線の太さは、相互の訪問者数合計に比例させている。たとえば、この年日本から中国への訪
問者は 494 万人、中国から日本への訪問者は 141 万人だったので、合計すると 635 万人となる。
こうした 2 国間の相互訪問者数を東アジア地域 8 ヶ国相互のすべての組合せについて合計する
と 4,819 万人になるので、この地域の相互交流において日中間の交流が占める比率は約 13%で
ある。一方、各国を表す丸の大きさは、それぞれの国の他の 7 ヶ国との相互訪問者数の合計が、
8 ヶ国全体の総計の中で占める比率 5) に比例させている。 
 この図から読み取れることは、第一に中国・韓国・日本の 3 ヶ国間の相互交流がこの地域で
占める比重の大きさである。これには、地理的な近さ、経済発展の度合い、人口規模、などの
さまざまな要因が考えられるが、この地域の観光市場の将来を考える上で重要な前提である。 
 第二の特徴は中国の重要性である。中国は日韓以外にも、シンガポール、タイ、ベトナムな
どに太いパイプをもっている。逆にこの図の中で、中国を含まない 2 国間の交流で相対的に大
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きいものは、日本と韓国、およびシンガポールとインドネシアくらいしか見あたらない。これ
は、この地域において中国が、人の流れのいわばハブ的な役割を果たしていることを意味して
いる。 
 第三にベトナムに焦点を合わせると、他の国々と比べたときのベトナムの特徴は、中国との
パイプのみが太く、それ以外の国々との交流が相対的に弱いことである。他の国々の場合は、
ハブである中国との交流が強いことはベトナムと共通だが、中国以外にも相対的に太いパイプ
をもつ国が少なくとも 1 ヶ国は存在している。 
 現時点でのベトナムは、先ほど見たようにまだ受入数が送出数を大きく上回っている段階で
あり、中国以外とのパイプを強化するとは、中国以外の国からベトナムを訪れる訪問者を増や
すべくプロモーション活動等をおこなうことを意味する。ベトナムに限らず、グローバルな観
光客の受け入れ、すなわちインバウンド市場において大切なことは、特定の国に過度に依存し
ないことである。これは、その国との関係が何らかの事情で悪化したときのリスクを分散させ
るためである。この点で今後のベトナムの観光政策のあり方が注目される。 
 
 
図 7 東アジア地域 8ヶ国相互間の人の流れ（2011 年） 
データ出所：JNTO (2013) 
 
4 ベトナム観光研究の現状と課題 
 
 最後に、ベトナムにおける観光現象にかんするおもに社会学的観点からの先行研究を概観す
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ることによって、今後の研究課題を整理しよう。 
 ベトナムに限らず途上国における観光をめぐる諸問題から出発して、グローバル化する現代
世界における観光現象の意義を理論的に整理していくきっかけとなった社会学分野における重
要な研究は、言うまでもなくジョン・アーリの「観光のまなざし」論だろう（Urry 1990, Urry and 
Larsen 2011）。「観光のまなざし」論は、ミシェル・フーコーの「まなざし」論を踏まえつつ、
見る・見られるという相互行為を通じてある社会的表象が構築されていく、という観点から観
光という現象を解釈する試みであるとともに、イメージやシンボルといった文化的表象や消費
という社会的行為のもつ意味を具体的に展開した議論であり、ポストモダン的な背景をもつ現
代社会論のひとつと位置づけることができる。 
 日本における「観光社会学」の研究もこの影響から自由ではなく、代表的論者はほぼすべて
これを踏まえた議論を展開していると言ってよい（安村 2001；遠藤・堀野 2004；須藤 2008, 2012
など）。 
 そのうち、特にベトナムをフィールドにした研究としては、たとえばベトナム北部のサパを
拠点とした少数民族観光における観光へのかかわり方の民族ごとの差異を描いた研究（須藤
2013）や、日本の女性ファッション誌が火をつけた「アジアン雑貨ブーム」がベトナムへの現
実の人の移動を生み出し、旅行業界や雑貨の製造業者たちがそれに対応していくプロセスを分
析した研究（鈴木 2009）などが、この路線に沿ったものと言える。 
 また、日越の旅行会社でのフィールドワークを通じて、旅行業界が日本人向けのツアーを考
案し改良していく過程を丹念に追った研究（鈴木 2010）も、表象としてのイメージをもとに作
り出された〈商品〉としてのツアーが、現実として受容されていくプロセスをよく描き出して
いる。さらに、こうした旅行業界に焦点をあてた海外の研究としては、ドイモイという国家統
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 図 8 ハロン湾における水上集落 図 9 バチャンにおける陶芸品店の看板 
 （筆者撮影） （筆者撮影） 
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制と市場経済との中間的な経済体制の下で、私企業としての旅行業者が営業活動をしていくた
めに官僚との不透明なつながりが必要になっている状況を指摘した研究（Bennett 2009）も存在
する。 
 今回の実態調査の行程中に筆者が直接見聞したことの中では、たとえばユネスコの世界自然
遺産に登録され、欧米諸国をはじめとする世界各国からの比較的富裕な観光客を多数受け入れ
ているベトナム北部の景勝地ハロン湾において、伝統的な水上生活者たちの集落で、水質汚染
を防ぐために、住人の夜間の滞在（＝居住）を禁止されたという話を耳にした（図 8）。この水
上集落は一方で、東洋的な情緒を感じさせる観光資源でもあるため、構造物自体は残し、もと
もと住人たちが生業として営んでいた生け簀はそのまま使っているという。世界自然遺産とい
う制度上の制約という意味ではベトナムに限らない問題ではあるが、観光と生活との葛藤を示
すエピソードとしては興味深い。 
 また、図 9 は首都ハノイ近郊のバチャン村のある陶芸品店の看板である。バチャン村は前述
の「アジアン雑貨」ブームの影響で、特に若い女性を中心とした日本人観光客に人気の高い観
光スポットである。この看板のある陶芸品店は日本人の団体客の受け入れを想定した仕組みに
なっており、4 階建てのビルの中では、実際に従業員たちが陶器を作っている工房を製品に仕
上がっていく過程に沿って見学することができる。そして最後にあらゆるジャンルの比較的実
用的な（つまり土産物として誰かに贈るのに適した）陶芸品が並んでいるコーナーに誘導され、
大勢の従業員たちの 1 人にいわば専属でとりつかれながら、品定めをすることになる。 
 ここで興味深いのは、バチャン村にはこの店以外にもたくさんの陶芸品店が軒を並べている
が、それぞれの店が多かれ少なかれ何らかの国に特化した品揃えをしていることである。たと
えば看板の文字等から中国人向けと思われる店に入ると、水墨画のような掛軸などもおいて
あったりして、日本人向けの店とは明らかに雰囲気が違う。このように、それぞれの店が特定
の国からのインバウンド客に特化して、一種の棲み分けないし共存共栄を図っている様子は、
日本でもたとえば大分県の由布院温泉や福岡県の太宰府天満宮などでも見られるものであり、
やはり興味深い。 
 このように、ベトナムにおける観光現象を研究する際には、中央集権的権力構造を残しつつ
経済発展を遂げつつある途上国というこの国の特殊事情を踏まえつつも、東アジア地域や欧
米・オセアニアなどを含むグローバルな人の移動のネットワークの中に組み込まれた一事例と
して、日本など他の国における観光現象との比較を考慮に入れることが求められるだろう。 
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〔注〕 
1) ここでいう入国者数には観光目的以外に、ビジネスや帰省等の目的によるものも含まれて
いる。このデータにかんしては、実際には日越いずれの統計においても観光目的の入国者
数が明示されているので、観光目的のみを分離して議論することも可能だが、後続の諸分
析ではデータの制約上観光目的の訪問のみを取り出すことができないものもあるため、混
乱を避けるためにこのように取り扱う。 
2) ただし、2013 年に入ると、行き過ぎた円高の是正や東南アジア諸国からの訪問者に対する
ビザ発給要件の緩和などの取り組みにより、訪日外客数が急増していることが月別統計で
報告されており、政府が悲願としてきた年間 1,000 万人の達成も視野に入りつつある。今
後の動向が注目されるところである。 
3) この非対称性は、東日本大震災とそれにともなう原発事故による風評被害というこの年の
特殊事情が関係している。JNTO (2013) における最新である 2012 年のデータでは韓国から
日本への訪問者は約 204 万人とやや回復している。今回の本文の分析では本来は 2012 年の
データを使いたかったが、一部の国のデータが欠けていたため、やむを得ず 2011 年のもの
を使用した。 
4) ここでいう各国の受入者数の相対比率は、社会ネットワーク分析における入次数中心性
（indegree centrality）に相当する。同様に、後述する送出者数の相対比率（図 6）は、出次
数中心性（outdegree centrality）に相当する。 
5) これは、表 1 のネットワークを無向グラフに変換したときの各国の次数中心性に相当する。 
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〔付記〕 
 今回の社会科学研究所実態調査の一環としてのベトナム訪問では、所長・事務局長・研究会
担当の各先生方をはじめとするさまざまな先生方のご尽力により、個人的にもたいへん有意義
な経験をすることができました。この場を借りてお礼申し上げます。 
 本稿は科研費 MEXT/JSPS 23614020 の研究成果の一部です。 
